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第１  部の主要施策とは  

 

１ 部の主要施策とは 

各部の部長等が、各々の行政分野を所管する部単位で、担当分野の仕事

に対して年度当初に目標を掲げ、今年度に取り組む施策を明らかにすると

ともに、取組の着実な進捗を図っていくためのものです。 

なお、ここに掲げる施策は、市のすべての施策を掲載したものではあり

ません。市が行っている業務で、部長等が今年取り組む主要な施策と定め、

達成状況を管理していくものを掲載しています。  

 

２ 目的  

(1) 今年度に各部等が取り組む施策や事業やその成果について、市民に明

らかにすること。  

(2) 職員が部の主要施策について共有し、取り組むべき施策の方向につい

てベクトル合わせをすることで、職員が施策実現に向けて職務に励むこ

とにより、組織としての力を最大限に引き出すこと。  

 

３ 作成者  

すべての部について、各部長が作成します。  

 

４ 進行管理  

各部長等が主要施策に係る進行管理を行い、年度末に取組状況を検証の

うえ、「部の主要施策取組状況報告書」を作成します。   

 

５ 年間スケジュール  

各年度の市長の施政方針を受け、各部長等は年度当初にその年度に

取り組む主要な施策（目標）を設定します。年度末には取組の成果を

確認し、評価を行います。  

主要施策の設定、最終の取組の評価については、市長がその内容に

ついて確認します。  
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生駒市役所の＜ビジョン･ミッション･バリュー＞について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈策定趣旨〉 

本市は、目指す将来都市像を「自分らしく輝けるステージ・生駒」とし、多様な生き

方や暮らしをかなえる機会や場、人と人のつながりが豊かにあるまち（ステージ）で、主

役である市民が、仲間を得て、夢をかなえ、輝く人生を送れるよう、まち全体が応援し

てくれる「まち」へと進んでいくことを目指しています（生駒市総合計画）。 

目指すべき将来都市像を「ビジョン」とし、その達成のために生駒市役所がやるべきこ

と・使命を「ミッション」、ビジョン・ミッションを達成するために共有すべき職員の価値観や

行動指針を「バリュー」として、組織として目指す方向性を共有し、職員一人ひとりの

成長を促進してその能力を最大限発揮することにより、ビジョン達成に向かってより高い

成果を出すことを目的として策定しました。 

議決機関である議会事務局を除く各部の頁に「ミッション」を掲載しています。 

（参考）  

生駒市が実現を目指すまちの姿（ビジョン／V） 

「自分らしく輝けるステージ・生駒」 
（生駒市総合計画における将来都市像）  

生駒市役所の使命（ミッション／M） 

「このまちで暮らす価値を、ともにつくる」 

生駒市役所・職員が大事にする価値観（バリュー／V） 

「生駒愛・人間力・変革精神」 
（M を遂行し、V を達成するために常に立ち返る価値観） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 各部等の主要施策 



令和７年度　主要施策　【デジタルイノベーション推進課】

課のミッション

1 窓口DXの推進 ●窓口DXの推進
・本市の目指す窓口の姿の決定
・バックヤードのBPR
・アナログ改革
・推進体制の運営
・オンライン来庁予約システムの導入

窓口DX推進室

2 市民協働によるスマートシティの推
進

● 市民協働によるスマートシティの推進
・市民対話プラットフォームの運用/利活用
・地域幸福度指標を活用したアンケートの実施
・地域ポイントの推進
・誰一人取り残さないデジタル化の推進

デジタルイノベー
ション推進課

3 庁内DXの推進と推進体制の整備 ● デジタル技術による高度で効率的な行政の実現
と、DX推進アクションプランの推進
・行政手続のオンライン化
・庁内データの利活用推進
・新たなデジタル技術を活用した業務効率化の推進
・各DX推進プロジェクトや個別案件の推進
・生駒市DX推進本部の運営

デジタルイノベー
ション推進課

デジタル技術やデータを活用した、すべての市民が暮らしやすく、ずっ

と住み続けられるまちを創る

No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課
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令和７年度　部の主要施策　【経営企画部】

部のミッション

1 第６次生駒市総合計画の推進 第２期基本計画に基づく進行管理については、
令和７年度に初めて実施するため、行政改革大
綱と連動した評価の仕組みを構築し、実効性の
ある体制を推進する。
・総合計画審議会による第２期基本計画の進行
管理
・行政改革推進委員会による行政改革大綱の進
行管理
・進行管理を踏まえた次年度事業立案への反映

企画政策課

2 行政改革の推進 新たな行政改革大綱に基づき、社会情勢を踏ま
えた新たな課題に対する事項について、行政改
革推進委員会での審議も踏まえ、行政改革を推
進する。
・行政改革推進委員会での施設使用料の見直し

企画政策課

3 多様な収入源の確保 ふるさと納税をはじめとする多様な収入源の拡
充、創出を図る。
・ふるさと納税の返礼品充実につながる取組の
立案
・企業版ふるさと納税の企業への提案・ＰＲ
・市有財産の有効活用（売却等）
・新たな広告媒体の検討

企画政策課

4 道の駅整備に向けた調査検討 令和７年度上半期中に現在実施中の調査を完了
し、次年度以降の道の駅整備の方向性を検討す
る。
・ワーキンググループによる調査実施
・ワーキンググループの調査を踏まえた整備方
向性の検討

企画政策課

5 2025大阪・関西万博関連事業 奈良県実行委員会の主催する催事に参加すると
ともに、他部署と連携を図り、万博を活用した
取組等を推進する。
・会場での催事実施
・他部署との連携による来訪者誘引、機運醸成
につながる取組の実施

企画政策課

6 効果的・効率的な組織運営 組織を効果的かつ効率的に運営するための組織
管理や業務改善を実施するため、庁内の意思決
定のサポート、業務プロセスの最適化、デジタ
ル技術の活用などを行う。
・理事者の意思決定や各部の政策立案、懸案事
項対応へのサポート

企画政策課
秘書課

7 政策形成・過程への市民等の参画
の促進

政策の立案や改善、事務の改善のきっかけとな
る広聴と市民参画につながるような市政情報の
発信により、市民の政策形成への参画のフィー
ドバックループを推進する。
・広報紙や市ホームページでの情報発信、タウ
ンミーティングやいこま考座等、市政への理解
向上と市民の声を施策に反映する機会の創出。

広報広聴課

8 行政情報の効果的・効率的な提供
と共有

市民等への公共サービスの効果的・効率的な情
報提供のあり方を、デジタルも活用し改善・拡
充する。
・SNSと市ホームページの連携など更なる情報
発信の強化による効果的な広報業務の実施

広報広聴課

暮らす人の輪が広がり、安全安心でいつまでも住み続けたいと思わ

れるまちづくりを通じて市民の幸福度向上に貢献する。

No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課
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No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課

9 外部との連携と情報提供 国や他の自治体、民間企業、大学等との連携を
強化し、行政情報を積極的に発信・収集するた
め、より広域なメディア等との関係構築や、民
間のプレスリリースサービス等の活用により、
市政記者クラブ以外のメディア等に情報発信し
ていく。

広報広聴課

10 将来都市像の実現をサポートする
プロモーションの実施

プロモーションサイト「good cycle ikoma」を
軸にした各種の情報発信と、「いこまち宣伝
部」や「いこまちマーケット部」による住民参
加型の事業を通じて、地域への愛着と共感を醸
成し、まちづくりや行政事業への参画意欲と推
奨意欲の拡大に努める。

広報広聴課

11 大規模災害対応能力の向上
（令和７年度生駒市総合防災訓
練）

各種訓練を通じ、大規模地震発生時における災
害対処体制の実効性及び各組織間の連携要領を
確認し、関係者の意識の高揚と理解の促進を図
る。
◇帰宅困難徒歩訓練（４月２７日）
◇防災講演会・防災マルシェ（１０月中旬）
◇避難所宿泊訓練（１１月１日・２日予定）
◇職員訓練（１月下旬）
◇自治連合会・自主防災会訓練

危機管理課

12 指定避難施設の運営・生活環境の
改善

防災資機材や備蓄品の整備を行うとともに、指
定避難施設の標準レイアウトモデル（案）を作
成した上での検証を実施し、避難所運営マニュ
アルを改正する。

危機管理課

13 受援マニュアルの整備 令和６年度に作成した受援計画（素案）を踏ま
え、受援マニュアルの骨子について災害対策本
部各班の所属へ意見照会を行い、受援マニュア
ルを完成する

危機管理課
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令和７年度　部の主要施策　【総務部】

部のミッション

1 オフィス改革 多様化する市民ニーズや社会環境の変化に応え
ていくため、より一層の部門間の連携や多様な
働き方が可能となるよう、機能的で快適な職場
環境を整備するオフィス改革を進める。
令和6年度に策定した基本方針のもと、令和8年
度からの窓口改革と連携したレイアウト変更も
踏まえた、レイアウト変更の実施計画を策定す
る。

総務課

2 法令・条例等の適切な管理運用
と、
政策法務の推進

公正で開かれ、市民から信頼を得られる市政を
推進するため、法令、条例等の適切な運用や環
境整備を行うとともに、政策法務を推進する。
・情報公開・個人情報保護制度の運用
・条例マネジメントによる例規の管理
・法律相談体制の充実
・職員の法務能力の強化

総務課

3 カスタマーハラスメント対策 公正な職務執行の支障となるだけでなく、職員
にとっても精神的又は肉体的負担となるおそれ
のあるカスタマーハラスメントについて、各種
対策を行う。
・電話録音装置 並びに 庁内防犯カメラの設置
・職員向けカスハラ対応マニュアルの策定と研
修の実施
・要望等の記録制度の円滑な運用

総務課

4 人材育成基本方針の改正 VMVの浸透、職員のモチベーションの向上を目
的として各種研修を計画的に進めるほか、求め
られる職員像や組織の目指すべき姿等を明確化
し、戦略的な人材育成を進めるために人材育成
基本方針の改正を行う。

人事課

5 採用の強化 市のVMVにフィットした人材の採用を行うた
め、インターンシップや説明会等の充実を図る
とともに、社会の変化や複雑かつ多様な課題に
対応するための社会人経験者の採用を戦略的に
行う。また、退職前に培った経験値を再度活か
して活躍していただけるようカムバック採用の
制度を整備し採用試験を実施する。

人事課

6 フレックスタイム制度の導入 新たに導入した新勤務情報システムも活用し、
1週間の勤務時間（38時間45分）を維持した上
で、週休3日を可能とする完全フレックス制度
の導入に向けて、条例や規則の改正、運用方法
等の整備を行う。

人事課

7 開庁時間の短縮 開庁前の準備や後片付けにかかる職員の負担軽
減や恒常的な時間外勤務の削減や業務の改善を
図るため、秋頃までに開庁時間を短縮する。ま
た、実施に伴い、市民・事業者に十分な通知を
行い、混乱が起こらないようにする。

人事課

No.

生き生きと働ける職場環境をつくり、満足度の高いサービスを提供す

るとともに、多様性が尊重され安全で安心して快適に暮らせるまちを

市民とともにつくる

担当課具体的な取組内容取組項目
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No. 担当課具体的な取組内容取組項目

8 社会人採用職員の定着支援 社会人採用者が円滑に職場に適応し、できるだ
け早く、能力を発揮できるよう環境を整えるた
め、受け入れ体制の整備、入庁後の継続的な
フォローや職務遂行に必要なスキルや知識、イ
ンフォーマルな情報等の理解を深める研修等を
行う。

人事課

9 特殊詐欺等多発警報に伴う業務の
実施

多発する特殊詐欺を未然に防ぐために、市民等
に対し積極的な情報発信と注意喚起等を行う。
・働きざかり世代に向けたSNSターゲティング
広告
・高齢者サロン100箇所での啓発活動　等

防犯交通対策課

10 自動車駐車場の再編 新たな自動車管理システムを導入し、利用者の
利便性の向上を図る。
・駐車システムを更新し、キャッシュレスに対
応する
・新指定管理者の応募・選定

防犯交通対策課

11 持続可能な公共交通サービスの提
供

令和2年度に策定した生駒市公共交通計画につ
いて、現在の社会情勢等を踏まえた再策定に向
けた調査・検討を行い、また、奈良交通バス路
線「富雄庄田線」を対象とした生駒市地域公共
交通利便増進実施計画を策定する。合わせて、
三者協議等の公共交通の利用促進策と、萩の台
地区グリーンスローモビリティの実証運行を継
続する。

防犯交通対策課

12 証明書のオンライン申請・キャッ
シュレス決済

コンビニで取得できない証明書などを、マイナ
ンバーカードを使ってオンライン申請及び
キャッシュレス決済できるようにし、市民の利
便性の向上を図る。

市民課

13 「生駒市人権擁護に関する条例」
の見直し

「生駒市人権擁護に関する条例」（平成6年12
月26日施行）について、情報化の進展に伴って
差別に関する状況の変化が生じていることなど
社会情勢を踏まえた見直しを行う。令和7年度
については審議会等の意見をいただきながら改
正案を作成する。

人権施策課

14 多文化共生推進アクションプラン
の作成

共生社会の実現に向けて、外国人市民を取り巻
く現状を把握し、生駒市国際化基本指針、国の
方針及び県の計画を踏まえた取組を進めるため
「生駒市多文化共生推進アクションプラン」を
作成する。

人権施策課

15 （仮称）にほんごサロンの開講 学生ボランティアの協力を得て、会話に特化し
た（仮称）にほんごサロンを開講する。
9月から試行的に、月1回開催する。

人権施策課

16 期日前投票所の増設 期日前投票所について、従来の市役所及び北コ
ミュニティセンターに加えて、南コミュニティ
センターに新たに増設する。

選挙管理委員会
事務局
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令和７年度　部の主要施策　【財務部】

部のミッション

1 令和6年度中期財政計画に示した
財政指標等の達成

・令和7年度経常収支比率94.2％
・令和7年度実質公債費比率0.9％
・令和7年度市債残高14,968百万円
・令和7年度実質収支額8.61億円

財政課

2 統一的な基準による地方公会計の
整備

令和6年度決算に基づく財務書類等の作成・公表
（令和8年3月迄）

財政課

3 令和8年度予算編成 ①枠配分の手法や各種要求ルールを含む予算編成
方針を令和7年10月に定める。
②過年度の決算や実績をベースに予算査定を行
う。
③基金繰入に過度に頼ることのない予算を編成
し、健全な財政運営を図る。
総合計画とより連動した予算編成の方法を実現す
る。

財政課

4 業者登録システムのIT化 ・競争入札参加資格審査申請システム共同化事業
（業者登録申請）
・令和8年度からの指名願電子化申請に伴う業種
登録の統一化

契約検査課

5 適正、公正、効率的で透明性の高
い行政運営

・土木一式工事、建築一式工事、舗装工事の格付
・防災協定事業者の優遇措置（希望業種枠の拡
大）

契約検査課

6 適正・公平な各税目の賦課 ・市民税・固定資産税について、税務調査を実施
し、適正に課税する。
　市民税の未申告調査等　　1,600件
　固定資産税の新築・増築家屋等調査　　350戸
　償却資産の未申告調査　　120件
　地籍調査に基づき行う更正事務　（調査区域：
東菜畑１丁目および東生駒１丁目の一部区域）

A=0.２４㎢

課税課

7 自治体情報システムの標準化・共
通化（課税部門）

・11月に実施される標準準拠システムへの各シス
テムの移行
　標準準拠システム移行に伴う条例・規則等の改
訂
　新システムにおける各種検証作業
　標準化仕様に沿った業務見直し（処理工程・委
託業務内容・帳票関係等）
　ガバメントクラウドへのデータ移行
　本番環境稼働（R7.11.25)

課税課

8 市税現年課税分の徴収率の維持 納期内納付の推進とともに、猶予制度の適切な活
用と納付意思が確認できない滞納者の早期調査や
差押えを行い、市税現年課税分の徴収率を確保す
る。
市税現年課税分徴収率　96.32％(令和８年3月)

収税課

9 市税滞納繰越分の税収の確保 滞納者調査の徹底や換価可能財産の把握、差押え
の強化等により市税滞納繰越分の徴収率を確保す
る。
市税滞納繰越分徴収率　11.00％(令和８年3月)

収税課

安定した市民生活の基礎を築き守るため、着実に取組を進める

No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課
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No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課

10 自治体情報システムの標準化・共
通化（収税部門）

日常業務の停滞を生じさせないよう、着実で安全
な移行を行う。
・標準化に伴う「生駒市税条例施行規則」の様式
の変更
・庁内にある帳票連帳プリンター廃止に伴う「督
促状、催告書」作成にかかる外部委託

収税課

11 適正かつ的確な契約・会計事務の
実施

契約・会計事務の適正を維持し、正確かつ迅速な
執行に努めるよう「会計事務の手引き」をはじめ
とした課発信の資料の内容充実を図るほか、職員
の契約・会計事務能力向上のため、財務関係事務
に係る研修内容・方法を検討し、年１回実施す
る。

会計課
契約検査課

12 公金のデジタル化に向けた環境整
備と庁内各課との連携

令和８年９月に公金のデジタル化を進めていくた
め、財務会計システムの改修を行うとともに、導
入に向け、庁内関係課へのヒアリング等行う。

会計課
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令和７年度　部の主要施策　【地域活力創生部】

部のミッション

1 複合型コミュニティ(まちのえき)づ
くりの推進

○身近な拠点に多様なサービス、人的交流を創出する
コミュニティづくりに取り組む自治会等に対して支援
する。
・コミュニティづくりに取り組む自治会への助成
・コミュニティづくりに関わる新たな人材等の発掘、
育成
・移動販売等サービス導入支援事業の運用
・まちのえき実施自治会で構成されるネットワーク会
議を実施し、情報共有や意見交換を行う。
・新規まちのえきを立ち上げると共に、まちのえきを
実施している自治会に対して継続支援を行う。

地域コミュニティ
推進課

2 地域未来人財育成事業の実施 ○これからの本市のまちづくりを支える若者をター
ゲットにまちづくりや社会貢献として活動に取り組む
人財の発掘、育成を行い地域活動への参画を促す。
・第5期目となる令和7年度は、大学生チームによる地
域課題の解決を目指す。
・複合型コミュニティ（まちのえき）と連携し、学生
の地域活動への参画を支援する。
・開始から5年経過することから、令和7年度で事業の
区切りをつけ、学生と複合型コミュニティ（まちのえ
き）を連携するしくみの構築を検討する。

地域コミュニティ
推進課

3 市民公益活動・ボランティア活動の
推進

○多様な市民公益活動が生まれるきっかけづくりと活
動の継続・発展を目指して、地域活動応援補助金「ま
ちのわ」の運用、各種講座・相談事業の開催、多様な
主体とのコーディネートをはじめとした丁寧なサポー
トを行う。

市民活動推進セン
ター

4 いこま市民パワーとの協働 ○いこま市民パワーとの連携による各種まちづくり事
業を推進する。
・供給拡大（家庭、企業への供給増加）、電源確保
（非FIT太陽光・家庭の卒FIT電気の拡大、ﾊﾞｲｵﾏｽ電源
の調達継続等）
・まちづくり会社としての取組の具体化、ｺﾐｭﾆﾃｨｻｰﾋﾞｽ
（5R、収益事業検討）の拡大
・安定した運営体制の構築

脱炭素まちづくり推
進課

5 ゼロカーボンシティの推進 ○2050年カーボンニュートラルの達成に向け、国が推
進する脱炭素先行地域づくり事業を活用して太陽光発
電・蓄電池の設置を拡大し、既存住宅地の脱炭素化を
推進する。
・公共・民間施設への設備導入
・戸建住宅への設備導入、対象地区の拡大
・複合型コミュニティづくりを通じた地域住民への情
報発信・共有により、環境にやさしいライフスタイル
への意識・行動変容を促進
・自然エネルギー等活用補助の実施

脱炭素まちづくり推
進課

6 SDGs推進のためのﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ活性化 ○SDGs推進に向け、「いこまSDGsアクションネット
ワーク」に参画する市民団体・事業者、教育機関等が
自主的に連携した取組を進められるよう支援する。
・連携事業を促進、定着させるためのSDGs推進事業補
助金
・いこまSDGsデリバリー等の活用によるSDGs教育・啓
発の強化
・市民や団体等との協働による「くらしのブンカサ
イ」開催
・「いこまSDGsアクションネットワーク」の広報強化
　（ホームページ改修、会員紹介パンフレットの作
成）

SDGs・公民連携推進
課

身近な暮らしの安心の中で、

住み、学び、働き、来る人が「自分らしく輝けるステージ」にチャレンジする

まちへ

No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課
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No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課

7 公民連携の推進 ○民間事業者等の知見やリソースを活用し地域課題・
行政課題の解決につなげる「公民連携」を推進する。
・「生駒市協創対話窓口」の運用
・協創対話窓口webサイト及び「協創対話レポート」に
よる協創事例の発信
・中間支援組織を活用して地域課題の抽出・選定、企
業マッチングから実証・実装を図る「マッチング支援
事業」を実施

SDGs・公民連携推進
課

8 奈良先端科学技術大学院大学との連
携強化

○包括連携協定を結んでいる奈良先端科学技術大学院
大学(NAIST）と連携し、研究シーズを生かしたスター
トアップエコシステムの構築につながる事業を創出す
る。
・生駒市に拠点を置くスタートアップの創出とスター
トアップの活躍による地域課題解決を目的とし、NAIST
の研究者・学生が有する研究シーズをベースとしたビ
ジネスプランのブラッシュアップや、様々な支援機関
や企業等との出会い・交流による資金や事業連携先の
獲得を図るなどの事業化支援を行う。

SDGs・公民連携推進
課

9 一般廃棄物処理基本計画の中間見直
しの実施

○令和3年度に策定した一般廃棄物処理基本計画が5年
を経過することから、施策についての事業評価を行
い、懇話会や市民・事業者アンケート、ワークショッ
プ等を通して広く意見徴収を行い、ごみ減量を図るた
めの有効な施策について計画の見直しを図る。

環境保全課

10 市内街路灯の修理及び防犯灯の点
検・修理

○街路灯については、令和６年度に実施した法定点検
結果に基づき、修繕工事を実施する。
○防犯灯については、約1,100箇所の点検を実施し、緊
急性に応じ修繕工事を実施する。

環境保全課

11 生駒市清掃センターでの他自治体の
燃えるごみの受入

○令和8年度から平群町、斑鳩町の燃えるごみの受入を
開始するため、両町及び関係機関と受入条件（ごみ
質、料金、搬入方法、緊急時の対応等）の協議を実施
する。また、適宜、地元自治会等と意見交換を図り、
円滑な事業実施を図る。

環境保全課

12 ごみの5Rと環境負荷の少ないまちづ
くり（リユース品販売強化）

〇「まちのえき」を活用して定期販売会以外の販路を
広げ、リユース品販売の頻度を増やす。
〇「まちのえき」で「もったいない食器市」を開催
し、リユースに対する意識向上を図る。
〇令和６年度に試行的に行ったリレーセンターから株
式会社都市樹木再生センターへの木質廃棄物等の搬出
を本格的に運用する。
〇「まちのコイン」を活用し、５Ｒ施策を推進する。

環境保全課
清掃リレーセンター

13 清掃リレーセンターの中央制御・中
央監視盤補修

○中央監視室は、設置から３０年以上経過し、経年劣
化が激しく交換部品もないことから、中継施設として
安定した稼働及び延命を目的に、補修を実施する。

清掃リレーセンター
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No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課

14 農地利用の最適化と地産地消の推進 〇遊休農地活用事業や新規農業参入者の誘致などを通
じて遊休農地の解消を図る。
　◆目標：10ａ（上半期：5ａ、下半期：5ａ）
　◆目標：新規就農者2名以上（個人及び法人）
〇半農半Ⅹへのチャレンジを支援するため、いこま
ファーマーズスクールを開講し、農地保全に繋がる就
農者を幅広く発掘・育成し、多様な担い手による持続
可能な農業を目指す。（希望にあった農園の紹介、栽
培指導、共同畑の運営・維持管理）
〇生産者と消費者の結び付け強化に向けたいこまレス
トランを3回開催する。（飲食店での生駒産の食材を
使った試食会の実施など）
〇移動販売や農業市などの開催促進と市民への情報提
供の強化。（地域コミュニティ推進課移動販売NTとの
連携）
○市ホームページやSNS等を通じた情報発信を行い、市
民への周知・啓発を図り、地産地消を推進する。
〇スマート農業に対して補助金による支援を行う。
〇農機具のマッチングに関する調査を行い、制度を構
築する。

農林課
農業委員会

15 森林環境の保全と活用 ○令和５年度に策定した「生駒市森林整備に係る取組
方針」の中の４つの柱に基づく以下の施策を実施して
いく。
１．住宅に悪影響を及ぼす可能性のある森林の適正な
管理…問合せの多い案件にも対応できるように危険木
の対象範囲を拡大する変更案を検討する
２．地域住民が主体となるコミュニティ活性化を目的
とした森林環境づくり…チェーンソーや刈払機の講習
会などを開催し、森林ボランティアを育成する
３．荒廃している里山林の整備…里山整備の補助金要
綱を制定する
４．森林資源の有効活用…伐採木の利活用を進める
○取組方針を実践するため、「生駒市森林整備方針の
あり方についての懇話会」を２回開催する。

農林課

16 地域計画を受けた農地活用事業 〇令和6年度に策定した地域計画について、モデル地区
を選定し、地域の課題の整理や環境整備など、地域計
画の実現に向けたロードマップの作製を行う。

農林課
農業委員会

17 生駒市版エコノミックガーデニング
「EGいこま」の推進
〇変革と挑戦に取り組む事業者の発
掘と育成
〇顔の見えるまちなか経済循環の実
現を目指す

〇市内事業者の雇用確保と市民の就労ニーズをつなぐ
支援を行う。
〇創業者の成長ステージに応じた支援により創業を促
進する。
〇従来の製造業の誘致に加え、商業等の誘致を促進す
る。
〇市内需要を喚起し市内経済循環を活性化するための
取組を行う。
〇市内産業の経済活動を活性化するため、事業者訪問
を行うとともに、会議所等の支援機関や金融機関と連
携し経営課題解決に向けた支援を行う。
・市内におけるものづくり操業環境の確保（工業）＆
積極的な商いと魅力的な店舗の創出・発信（商業）
　⇒EG推進補助金
・幅広い企業誘致・開業支援と新たな産業集積の創造
　⇒商業エリア補助金・オフィス開設支援補助金
・ローカルビジネス起業の促進
　⇒ILBH、イコマド整備
・市内事業者の雇用・定着支援と多様な働き方による
雇用・就労の促進
　⇒人材確保等総合支援事業

商工観光課
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No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課

18 「住んで楽しい」身近な観光価値が
地域経済に繋がる観光振興

〇地域経済の活性化に繋がる観光振興を進めるため、
既存の観光資源に加え市民活動や市内事業者の取組を
「住んで楽しい身近な観光価値」であることを認識
し、その魅力を本市、観光協会、市内事業者、市民が
発信することで国内外からの来訪者を誘因する。
・高山振興事業
　⇒高山まーぜまーぜふぇす
・観光案内業務委託
　⇒生駒駅前観光案内所
・高山茶筌観光ブランディング事業
・万博関連事業
・宿泊施設推進事業
・観光誘客・事業者活性化支援事業の実施（観光協会
との連携事業等）

商工観光課
観光振興室
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令和７年度　部の主要施策　【福祉部】

部のミッション

1 支え合い活動の推進（生活支援体
制の充実）

生活支援体制整備事業の充実や地域の互助を強
化し、支え合い活動を推進するため、第2層生活
支援コーディネーターやコミュニティソーシャ
ルワーカー、第１層生活支援コーディネーター
との連携協議を年３回以上開催する。

地域包括ケア推進
課
地域共生社会推進
課

2 総合事業（介護予防・生活支援
サービス・一般介護予防事業）の
拡充

適切なケアマネジメントを行うための人材育成
や介護関係者及び住民に対する総合事業の周知
啓発により、短期集中予防サービス、訪問型
サービスAなど、総合事業の一層の利用を促進し
ます。サービスCエントリー者実人数２８８人、
訪問型サービスA利用延べ人数２，３９１人

地域包括ケア推進課

3 認知症施策の推進 認知症の意思決定を支援し、権利や利益を保護
することが必要であり、認知症の人ができる限
り地域で自分らしく暮らし続けることができる
環境づくりとして、認知症支え隊の活動促進
や、認知症の人の意欲向上及び家族の負担軽減
と家族関係の再構築を図るため認知症の人と家
族を一体的に支援します。
認知症支え隊支援人数２３人　支援回数1,000回
当事者ミーティング １２回

地域包括ケア推進課

4 健康・生きがい就労トライアル事
業

高齢者等において、自身の健康づくり・介護予
防・生きがいづくりや社会貢献に関心のある人
を発掘し、就労的な活動に結び付けることによ
り、健康寿命の延伸を図るとともに、介護現場
の人材不足等を緩和するため、介護現場等で活
躍できる人材をマッチングする場を設けます。
就労トライアル参加者数２０人

地域包括ケア推進課

5 介護に関する入門的研修の開催 介護人材確保対策の一環として、介護未経験者
に対し、基本的な知識を身に着けてもらうため
の入門的研修（21時間）を開催。研修修了者へ
は介護事業所等とのマッチング等を行い、介護
人材不足の緩和を図る。
介護事業所等とのマッチング７人以上

介護保険課

6 第９期介護保険事業計画　施設整
備計画の推進

第９期介護保険事業計画に基づき、認知症対応
型共同生活介護事業所の公募、定期巡回・随時
対応型訪問介護看護事業所の整備を行う。
上半期中に公募を行う。

介護保険課

7 タブレットを活用した「介護認定
審査会」DX化事業

タブレットを活用し認定審査会に係る資料作
成、印刷、郵送等に係る時間や費用を削減し認
定審査会の効率化を図り認定期間の短縮を目指
す。
試行的に2合議体で進め全合議体(8合議体）に導
入する。
上半期に環境整備、10月から2合議体に導入
R8年2月までに残り6合議体に導入を進める。

介護保険課

互いに尊重し合い　誰ひとりとり残さず　誰もが生きがいを感じ　安心し

て暮らせるまちをともに創ります

No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課
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No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課

8 障がい者の就労支援の推進 市内企業等にセミナー等による啓発や職場体験
受け入れ企業の開拓、マッチング支援等を実施
し、さらなる障がい者就労・雇用を推進する。
マッチング支援：３社

障がい福祉課

9 福祉センター次期指定管理選定 本年度で指定管理期間が終了することから、12
月議会に指定管理者指定議案上程を目指し、指
定管理者選定に向けた準備・協議を行う。

障がい福祉課

10 障がい者理解の啓発事業の促進 あいサポーター養成講座やこころの市民講座、
手話言語・コミュニケーション条例の啓発の実
施など、当事者や関係機関と連携した啓発事業
を実施する。
各種啓発事業：10回以上

障がい福祉課

11 障害福祉サービス事業者・介護保
険事業者へ物価高騰対策支援の実
施

エネルギー価格や食料品価格高騰など物価高騰
により厳しい状況にある障害福祉サービス事業
者・介護保険事業者に対し、国の交付金を活用
した実効性のある支援を実施する。

障がい福祉課
介護保険課

12 生活保護者の自立支援の実施 生活保護者の自立に向け、個々の生活保護者の
状況や自立阻害要因に対応した被保護者就労支
援事業をハローワークと連携して取り組む。
就労支援対象者　30人以上
自立支援達成者　10人以上

生活支援課

13 生活保護者の健康管理支援 生活保護者の自立に向け、健診結果等により
個々の心身状況や生活実態に応じた支援を行う
とともに、健診の受診勧奨を行う。
健診受診率　　21％以上
栄養指導件数　20人以上

生活支援課

14 生活困窮者自立支援法に基づく事
業の実施

自立相談支援事業を社会福祉協議会に委託し、
家計改善支援事業と連携した事業の充実を図
る。
自立相談件数　　　170件以上
家計改善支援件数　 10件以上

経済的に困っている世帯の子どもの学習支援を
市内3箇所及び進学支援型1箇所の教室を週1回開
催する。
登録者数
居場所型　 60人以上
進学支援型　5人以上

就労準備支援事業を社会福祉協議会に委託し、
就労に向けた基礎能力の形成について支援す
る。　10人以上

生活支援課

15 社会福祉協議会との連携強化 社協の機動力や柔軟性を生かし、権利擁護、参
加支援、生活困窮者支援等の機能を市も積極的
に関与し、社協の機能強化を図る。

地域包括ケア推進
課
生活支援課
地域共生社会推進
課

16 高齢者交通費等助成制度の見直し 平成29年度に見直しを行い2年おきに1歳年齢を
引き上げ対象者を70歳から75歳へ引き上げてい
る。令和9年度に対象年齢の引き上げが完了する
ため、それ以降の生きいきクーポンのあり方に
ついて令和７年度中に、市民アンケート、パブ
リックコメントの実施を経て見直し案を公表す
る。

地域共生社会推進
課
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No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課

17 重層的支援体制整備事業の推進 多機関協働による支援体制、断らない相談体
制、多様な参加支援、地域づくりを支える体制
を充実させる。
参加支援事業は、社協への委託により実施する
とともに、いこま孤独孤立対策連携プラット
フォーム参加支援分科会との協働により事業を
推進する。

地域共生社会推進
課

18 民生委員活動のデジタル化と未選
任地区の解消

民生児童委員活動のデジタル化を進めるととも
に、民生委員協力員制度などを活用し、未選任
地区を前回改選時以下にすることを目指す。
未選任地区数：11地区以下

地域共生社会推進
課
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令和７年度　部の主要施策　【子育て健康部】

部のミッション

1 こども計画の推進 昨年度策定したこども計画に掲げる施策を推進
する。特に重点施策として設定したこどもの権
利理解の促進やこどもの居場所づくりなどの事
業を中心に取り組む。

こども政策課

2 地域子育て支援拠点やファミリー
サポート事業を通じた地域の子育
て支援機能の充実

地域子育て支援拠点を通じた、乳幼児及び保護
者の交流促進や子育て相談、情報提供に務める
とともに、ファミリーサポート利用料助成制度
を新たに創設し、地域における子育て支援機能
の充実を図る。

こども家庭センター

3 こども家庭センターの運営体制の
確立とヤングケアラー実態調査

昨年度開設したこども家庭センターの運営とし
て、サポートプランの作成や合同ケース会議の
開催を行うことにより、妊産婦から切れ目なく
要支援家庭等をサポートする体制を確立する。
また、ヤングケアラーの実態把握に努め、必要
なケアや支援に繋げていく。

こども家庭センター

4 医療・介護連携の推進 市内の医療・介護に関する関係機関の相互連
携・協働体制を強化するため、多職種による関
連施策等の協議、検討し取り組む。
◇医療介護連携ネットワーク協議会の開催
◇在宅医療介護推進部会の開催（ロードマップ
をもとにした取組の推進）

地域医療課

5 看取り体制強化事業 市民が在宅での看取り等について理解をしたう
えで、人生の最終段階における望む場所での看
取りを行えるように、医療介護関係者と本人、
家族と意思を共有する。また、それを実現でき
る体制を強化するために、ACP及びグリーフケア
を実施した事業所に対して、補助金を交付す
る。

地域医療課

6 災害時の医療救護体制の整備 ◇大規模災害発生時の医療救護体制の整備を目
的に、平時からの病院、診療所、薬局、行政の
連携強化を図るために協議の場を設置し、市内
病院での実地訓練等を踏まえ、実効性のある議
論を進める。

地域医療課

7 市立病院の適切な管理運営 ◇病院事業推進委員会において経営強化プラン
やワークショップ等での意見を踏まえ、生駒市
病院事業計画を改定する。
◇令和7年6月の開院10周年記念式典を通じて、
これまでの関係者への感謝とこれからの市立病
院の姿を伝える。
◇増床へ向けた設計・工事を進める。

地域医療課

こどもも大人も健やかに暮らせるよう支援します

No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課
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No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課

8 子ども・子育て支援金制度の導入 子ども・子育て支援法において、子育て支援に
係る公的な給付等の費用に充てるため令和８年
度から毎年度、全ての医療保険者から支援納付
金を徴収すること、医療保険者は、支援納付金
を納付する義務を負うことと定められたため、
制度の円滑な導入に向け令和７年度中に適切に
以下の準備を行う。
・システム改修 ・周知方法の検討 ・条例改正

国保医療課

9 国保関連システムの標準化システ
ムへの円滑な移行

令和７年度中に標準化システムの運用が開始さ
れるため、現行の国保関連システムからの移行
を適正かつ円滑に遅滞なく行う。

国保医療課

10 高齢者の保健事業と介護予防の一
体的な実施

高齢者の保健事業と介護予防の一体的事業につ
いて、後期高齢者医療広域連合に提出した令和
７年度事業計画に従い、実施回数等が令和６年
度を上回るよう事業の充実を図る。
・ﾎﾟﾋﾟｭﾚｰｼｮﾅﾌﾟﾛｰﾁ
　R6実績＝16ケ所　R7目標＝17ケ所

国保医療課

11 5歳児健診の試行実施 5歳児健診について、モデル園（6園）での試行
実施を行う。実施した結果を関係機関と検証
し、より良い実施体制の整備を行う。

健康課

12 健康増進に関するキックオフ講演
会

令和７年度からスタートする「第３期健康いこ
ま21」と「第４期生駒市食育推進計画」のキッ
クオフイベントとして、健康増進に関する講演
会を実施する。

健康課

13 定期接種化した帯状疱疹ワクチン
接種の円滑な実施

令和７年度から定期接種に位置付けられた帯状
疱疹ワクチンについて、接種を希望する市民へ
の接種を円滑に実施するため、関係機関と連携
して接種体制を整備するとともに、対象者に対
し周知を行う。

健康課

14 生駒市新型インフルエンザ等対策
行動計画の改定

政府行動計画や県行動計画の改定を受け、生駒
市新型インフルエンザ等対策行動計画の改定作
業を進める。

健康課
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令和７年度　部の主要施策　【建設部】

部のミッション

1 阪奈道路辻町ICの整備促進 奈良県による設計を基に、７月頃に説明会を開
催し、その後事業用地の境界確定や警察官舎の
取り壊しに係る設計業務を進める予定であるこ
とから、引き続き事業推進のための支援を行
う。

事業計画課

2 国道１６３号清滝生駒道路整備促
進及び周辺道路ネットワーク形成
事業

国道１６３号整備促進期成同盟会の委員会を８
月に開催し、１１月頃に近畿地方整備局と本省
要望を行う。また、国道事業支援を行うととも
に、学研テクノエリア内の道路整備に向け、民
間開発等との調整を行う。

事業計画課

3 バリアフリー基本構想に基づく南
生駒駅周辺整備、及び東生駒駅の
バリアフリー化

バリアフリー特定事業計画に基づく、南生駒駅
跨線横断歩道橋の詳細設計を進めるとともに、
駅周辺のバリアフリー化に向け関係機関協議を
進める。東生駒駅のバリアフリー化について
は、早期実現に向け近鉄協議を重ねる。

事業計画課

4 地籍調査事業 国土調査法に基づき、東生駒3丁目の一部の土
地について、その所有者、地番、地目の調査並
びに境界及び地籍に関する調査を行い、その結
果を地図及び簿冊に作成する。

事業計画課

5 谷田小明線道路改良事業 通過交通量が多いため、歩行空間と車両相互通
行の安全性に課題がある本路線を一部バイパス
化することで、安心・安全なまちづくりを目指
す。昨年度、用地買収が完了したことで、全体
を２工区に分け、今年度は1工区の完成を目指
す。

土木課

6 橋梁耐震化事業 緊急輸送道路上にある橋梁について、順次耐震
化事業を実施することで、災害時における通行
機能を確保する。
・北山橋耐震補強工事、郡山坂橋耐震補強設計

土木課

7 西旭ケ丘地内水路溢水対策事業 西旭ケ丘地内における水路において、構造物の
老朽化と溢水により隣接地の家屋への影響が懸
念されるため、水路改修を進める。
・水路改修検討業務

管理課
土木課

8 橋梁長寿命化修繕事業 橋梁長寿命化修繕計画に基づき、市内256橋を
予防的に保全することで、橋の長寿命化と修繕
費用の平準化を図る。
・第2阪奈1号橋（一般部）繰越分、中菜畑歩道
橋（跨線部）、芝辻橋梁補修工事

管理課

人が安心して暮らせる豊かな水とみどり感じられる街を、ともに作り

守っていく。

No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課
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No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課

9 生駒山麓公園の取組 山麓公園の活性化促進のため、指定管理者が提
案された企画内容の実現に向け協議し、その事
業を進めるとともに、SNSなど通じて山麓公園
のPRを実施する。
また、将来計画のあり方業務として、施設更新
等の基本方針や運営手法の検討をする。

みどり公園課

10 緑の基本計画の見直し 社会情勢等の変化や時代に合った市民ニーズに
対応するため、「緑の基本計画の見直し」業務
として、計画の素案を策定するとともに、R8.1
にパブリックコメントを実施する。（R6・R7
2ヶ年計画）

みどり公園課

11 緑地等の保全整備の推進 市有緑地における近年の大木化・老木化に起因
する倒木等により、市民等への被害を未然に防
ぐため、危険度に応じて順次、間伐等を中心と
した伐採等の整備を適切に実施する。

みどり公園課

12 花と緑の市民まちづくりの推進 花と緑であふれるまちづくりを推進するため、
ふろーらむ職員等が積極的に地域や学校などへ
出向き、植栽デザインや育て方などのアドバイ
スを行う。
また、将来様々な地域で活躍できるガーデンボ
ランティアの養成に向け、「ガーデニング講座
入門編（9回連続講座）」及び「ガーデニング
講座ネクストステージ（8回連続講座）」を開
催する。

みどり公園課
花のまちづくり
センターふろー
らむ

13 管理・更新一体マネジメント方式
導入可能性調査業務

今後、老朽化していく下水道施設や技術者不足
に対応していくため、管理・更新一体マネジメ
ント方式を導入していけるかを調査検討する。

下水道課
竜田川浄化セン
ター

14 下水道ストックマネジメント計画
に基づく施設更新事業

下水道ストックマネジメント計画に基づき、令
和７年度は下記施設の設計・更新を行う。
・山田川浄化センター改築更新工事基本設計
・人孔鉄蓋入替工事　　　600箇所

下水道課
竜田川浄化セン
ター

15 公共下水道管渠整備事業 公衆衛生の向上や水質保全を図るため、公共下
水道の普及率を上げる。
繰越している４箇所の工事完了とR７年度分６
箇所の工事を発注する。

下水道課
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令和７年度　部の主要施策　【都市整備部】

部のミッション

1 学研高山地区第２工区まちづく
り事業
　　　　    　（全体地区）

・今後の円滑な事業推進に向け、奈良県と連携
し建設計画の変更や第２工区立地基準の検討を
進める。
・上下水道の認可変更に向け、担当課と連携し
関係機関との協議を進める。
・R6年度に実施した地権者や周辺住民、奈良先
端大を交えた意見交換を基に、学研高山地区及
び周辺地域の価値向上につながる施設立地に向
けた構想案を作成する。

学研推進課

2 学研高山地区第２工区まちづく
り事業
　　　　  　　（個別地区）

・学研高山地区南エリアにおいては、事業協力
者と連携し、組合設立に向けた事業計画案を作
成する。また並行して、用途地域や高度地区な
ど都市計画の変更に向けた検討を行う。
・学研高山地区ゲートエリアにおいては、事業
アドバイザーや事業推進会議との連携を図りつ
つ、基本構想案、基本計画を作成し、地権者の
合意形成を図りつつ準備組合の設立に向けた取
り組みを進める。

学研推進課

3 学研北生駒駅中心地区まちづく
り推進事業

・準備組合及び一括業務代行予定者と連携し、
事業計画案の作成等、組合設立に向けた取組み
を進める。
・学研北生駒駅前の良好な景観形成に向け、景
観ガイドラインを作成する。

学研推進課

4 生駒駅南口公民連携まちづくり
推進事業

・生駒駅南口みらいビジョンの実現に向けて、
エリアプラットフォームの会議を定期的に実施
しながら、企画・提案力のある組織体制を目指
して、昨年度枠組み作りを行った「事業部会」
の会員募集や、HP・SNSを活用したPR活動を支
援する。

拠点形成室

5 生駒駅周辺都市再生（まちなか
ウォーカブル推進）事業

・回遊性向上に資する案内サインの設置、エリ
アの価値を検証する社会実験、交通量等の実態
調査を行い、生駒駅周辺エリアの再整備に向け
た骨子案として取りまとめる。
・本エリアで具体的なプロジェクトを実現する
担い手を顕在化させるため、遊休不動産等を活
かしてエリア価値向上に資するプロジェクトを
募集し、伴走支援を行う。

拠点形成室

6 生駒駅南口・宝山寺参道周辺の
景観づくり

・生駒市の玄関口、宝山寺の門前町にふさわし
い景観づくりについて、アンケート調査・ワー
クショップ等を通じて地域の住民・事業者と検
討し、街なみ環境整備計画としてとりまとめ
る。
・建築物・屋外広告物の規制誘導を目的とし
て、当該エリアのなかに景観形成地区を設定す
る。

都市づくり推進課
拠点形成室

7 立地適正化計画策定事業 ・柔軟で合理的な土地利用と地域の特性を踏ま
えたコンパクトで持続可能な都市空間の形成を
推進するため、立地適正化計画を策定する。

都市づくり推進課

暮らしたい都市・持続的に成長する都市を育む

No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課
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No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課

8 区域区分、用途地域等見直し事
業

・区域区分や用途地域等の見直しについて、奈
良県と連携し、都市計画手続きを円滑に進め
る。（学研北生駒駅北地区ほかの都市計画決
定、地区計画条例の制定）
・都市計画変更に係るGISデータ等の修正及び
地図作成を行う。（学研北生駒駅北地区ほか）

都市づくり推進課

9 ニュータウン再生・再編事業 ・入居開始から40年以上が経過し、まちの活力
の衰退が懸念される住宅地（萩の台住宅地）に
おいて、子育て世帯の転入、定住に繋がるよ
う、空き家所有者への個別ヒアリング等による
空き家の流通促進に重点的に取り組むととも
に、自宅駐車場などの有効活用の支援や活用事
例の発信等による住み開きの推進に、グリーン
スローモビリティなど他分野の事業と連携しな
がら取り組む。

住宅課

10 マンションの管理適正化推進・
賃貸共同住宅の流通促進事業

・令和６年６月に策定したマンション管理適正
化推進計画に基づき、管理計画の認定、セミ
ナーの開催、訪問調査等を行い、分譲マンショ
ンの適正管理を推進する。
・賃貸共同住宅においては、オーナーへの情報
発信等により、流通を促進する。

住宅課

11 中古住宅の流通・活用促進事業 ・令和６年６月に策定した第２期空家等対策計
画に基づき、さらなる空き家の流通促進に取り
組むため、新規空き家の調査を行い、相談制度
や流通・活用の支援策を空き家所有者に周知す
る。
・空き家の活用を促進するため、物件見学会等
の開催や物件情報・活用事例等の発信による
マッチングの支援を実施する。

住宅課

12 市営住宅等長寿命化計画推進等
事業

・市営住宅長寿命化計画に基づき各種対策工事
等を実施し、建物の耐久性及び居住性を向上さ
せ既存施設の長期的な活用を図る。（R7：市営
桜ヶ丘住宅の換気設備機能強化工事）
・住宅確保要配慮者の居住安定確保を図るた
め、居住サポート住宅の認定、入居支援に関す
る情報の発信等を実施する。

住宅課

13 空家等対策の推進（管理不全
等）

安全・安心なまちづくりの実現に向け、生駒市
空き家等の適正管理に関する条例、空家対策の
推進に関する特別措置法等に基づき、管理不全
な空き家等について、解体補助金などの利用を
促し、地域住民等と連携しつつ助言、指導を行
い、改善を求める。

建築課
（住宅課）

14 建築物の安全性の確保 建築主事を置く特定行政庁として、法令に基づ
き厳格に建築確認事務及び各許認可事務を行
い、また、違反建築物の改善を指導すること
で、安全・安心なまちづくりを進める。

建築課

15 耐震化等の促進 ・耐震性に優れた良質な住宅を次の世代に資産
として承継できるような住宅ストックを形成す
るため、
①広報・ホームページでの啓発
②耐震診断・改修、解体工事、ブロック塀等撤
去工事補助
③耐震改修促進計画の改定
などにより、安全・安心なまちづくりを進め
る。

建築課
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No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課

16 住宅・建築物の省エネ対策 国が掲げるカーボンニュートラル実現に向け、
新築住宅については適合義務化された法改正の
内容を周知し、設計者等に対して適切に指導す
る。また国の補助金をチラシ、HPなどで周知し
誘導することで省エネ化を推進する。

建築課

17 開発指導 ・市内で開発等の事業を実施する事業者に対し
て指導を行い適切な土地利用を誘導する。
・事業者と周辺自治会や近隣住民の方が一定の
合意形成をスムーズに図れるよう、双方に対し
て助言を行う。

建築課

18 公共施設の適正管理 ・公共施設マネジメントシステムの運用と建築
基準法に基づいた定期点検を実施し、公共施設
の安全性を確保する。

施設マネジメント
課

19 各施設管理者からの依頼による
営繕業務

・各施設管理者と協議・調整を行い施設の施工
管理を行う。
（上中学校長寿命化改修工事）
（セイセイビルへの交流拠点の機能集約に伴う
改修工事）
（屋内運動場空調設備整備工事(小学校9校、中
学校7校)）
（生駒市立病院6階東病棟設計整備工事(R7、8
年度債務負担行為)）

施設マネジメント
課

20 公共施設マネジメントの推進
公共施設マネジメントに関する
計画の改定

・公共施設マネジメントに関する計画の改定に
向けた取組みを進める。
（劣化状況調査、市民ワークショップの実施）
・生駒駅周辺の公共施設について、コストを抑
え利用効果が高められるよう施設の統廃合や再
配置の検討を進める。

施設マネジメント
課
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令和７年度　部の主要施策　【教育部】

部のミッション

1 小学校高学年教科担任制推進事業 専門性の高い指導や教員の働き方改革を目的と
して、小学校高学年の教科担任制を推進する。

教育総務課
教育指導課

2 上中学校大規模改修（長寿命化）
事業

学校施設の大規模改修工事を令和７年度から３
ケ年にわたり実施する。バリアフリー化を進め
るため、エレベーターを設置し、将来的な生徒
数を踏まえた改修を行う。

教育総務課

3 生駒南小・中学校整備事業 教育大綱を具現化する学校施設整備を実現する
ために、保護者、教職員等の意見も聞きなが
ら、基本設計・実施設計を行う。

教育総務課
教育指導課
教育政策室

4 小・中学校屋内運動場空調設備整
備事業

教育環境の充実と避難所としても使用される体
育館の熱中症対策等を目的に、空調設備の工事
を行う。

教育総務課

5 学童保育の充実 増加する学童保育需要に対応するため、生駒市
学童保育運営協議会が運営する学童保育所の環
境整備、指導員確保などによる体制づくりに取
り組むとともに、民間事業者による学童保育事
業の運営に対して支援を行う。

児童総務課

6 基幹系システム標準化への対応 令和7年11月に、基幹系システムが全国統一仕
様システムに切替えとなる。
切替えによって市民に影響が出ないよう、切替
前後の確認を慎重に行い、安定して稼働させ
る。

児童総務課
幼保こども園課

7 待機児童解消に向けた保育士確保 保育士確保支援事業給付金、保育士サポート手
当を支給するとともに、私立園に対しては、派
遣保育士を利用した場合の補助を実施し、更
に、大学と連携して、保育士を目指す大学生に
現役の保育士が仕事の魅力を伝える説明会を実
施する。

幼保こども園課

8 市立幼稚園再編に係る基本方針策
定事業

「生駒市立幼稚園再編に係る方向性について」
に基づき、再編の対象となる園児数になった園
について、再編に向けた対応を進めるための方
針を策定し、保護者等に周知し再編を進める。

幼保こども園課
こども園準備室

9 壱分幼稚園のこども園化に向けた
取組

令和9年度の壱分幼稚園のこども園化に向け、
園舎解体、造成工事を行い、新園舎建築工事に
着手する。壱分幼稚園の園児が工事中になばた
幼稚園に支障なく通園できるよう配慮する。

こども園準備室

10 学校給食費の検討 学校給食費の多子世帯の無償化など段階的な無
償化について検討を引き続き行う。

教育総務課
学校給食ｾﾝﾀｰ

子育てを楽しめる地域と21世紀を生き抜く

しなやかでたくましい子どもたちをともにつくる

No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課
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No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課

11 不登校支援推進事業 子どもの居場所・学び支援室において、アセス
メントをしながら支援ができるように心理相談
員を配置する。また、校内サポートルームの設
置を10校に拡大する。

教育指導課

12 「個別最適な学びと協働的な学び
の一定的な充実」を目指す授業改
善の支援

希望する教職員を対象に、継続的な伴走型研修
や助言を受けられる機会を提供する。また、オ
ンラインプラットフォーム上で、学校間を越え
て、教職員が学びあえる場を提供する。

教育指導課
教育政策室

13 講師不足対策 教員免許を持っているが教職には就いていない
方に、学校で就労していただくための募集・採
用・研修に関する取組を進める。

教育総務課
教育政策室
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令和７年度　部の主要施策　【生涯学習部】

部のミッション

1 「多様な働き方を考える講座」の
実施

将来の自分を見つめ進路を考え始める時期にあ
る高校生を主な対象とし、多様な働き方への可
能性へ視野を広げ、「将来のなりたい自分」を
探る講座の実施。

生涯学習課

2 学びと活躍推進事業
ischoolの展開

働き盛り世代を主な対象とし人生の選択肢を増
やしウェルビーイングに生きるための知恵・ス
キル・つながりなどを育む学びの場
「ischool」を引き続き展開する中で、こども
とその保護者を対象に「好きを続ける」をテー
マに学びの可能性を探る機会を創出する。

生涯学習課

3 高齢社教育推進事業 ４７年目を迎えるいこま寿大学では、学びの成
果を活かし地域で活動を始めるきっかけとなる
講座等の拡充を図るとともに、運営面において
も、学生への連絡体制のデジタル化を進める等
学生のニーズに対応した取り組みを進める。ま
た、広く高齢の方々を対象に、より豊かで充実
したセカンドライフに向けた啓発講座等を実施
する。

生涯学習課

4 「音楽のまち生駒」推進事業
誰もが気軽に文化芸術に親しめる
場の提供と本市の文化的な魅力向
上、発信

「市民みんなで創る音楽祭」では、事業実施10
周年を記念した公演を実施するとともに、新た
な演奏家発掘をめざし、チャレンジ枠を新設す
る。さらに、多くの市民が身近に音楽に親しむ
機会を提供や市民との協働による音楽事業の実
施により「音楽のまち生駒」の推進とさらなる
発信に取り組む。

生涯学習課

5 家庭教育支援チーム「たけのこ」
による家庭教育支援の充実

家庭教育支援の充実に向け、家庭教育支援チー
ム「たけのこ」と連携し、学びや交流、相談の
場づくりの取組を行うほか、各校区の「コミュ
ニティスクール」や学校園と連携しながら、子
育て中の保護者の不安解消や地域とのつながり
づくりに資する取組を進める。

生涯学習課

6 子ども・若者支援の取り組み 社会生活上の困難を抱える子ども、若者及び家
族への効果的な支援を行うため、「生駒市子ど
も・若者総合相談窓口（ユースネットいこ
ま）」における相談支援、居場所づくり事業を
実施する。また、令和6年7月にOPENした「居場
所ステーションGIFT」と連携し、切れ目のない
一体的支援を行う。

生涯学習課

7 二十歳のつどい 二十歳を迎えた市民を多方面からお祝いし、大
人としての自覚を持つ場を創出する。開催にあ
たっては、「二十歳のつどい」対象者から募集
した実行委員会による企画運営とし、自らの手
でイベントを作り上げていくことの喜びや達成
感が得られる機会とする。

生涯学習課

すべてのライフステージで楽しみながら学び、

地域とつながる機会をともに創る

No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課
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No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課

8 幅広い世代を対象とした学ぶ機会
の提供と、地域の新たな人材の発
掘
IKOMAサマーセミナーに実施

「市民同士が学びあう１日限りのまちの学校」
として「IKOMAサマーセミナー」を開催し、
様々な得意分野を持った市民が先生となり、３
０講座以上の楽しい授業を行うことで、専門性
やスキルを活かして新たなまちづくりの担い手
となる人材を発掘する。

生涯学習課

9 ビブリオバトル 毎月行う定例のビブリオバトルでは、アウトド
アでの実施や近鉄と連携しケーブルカーで開催
する等工夫を凝らし、さらに全国大会を開催し
全国から参加者を募集し、市民の読書推進と
「本」でつながるコミュニティづくりに取組
む。

図書館

10 まちづくりの拠点としての図書館
づくり

市民との「協創」により、各館室では「本棚の
WA」「未在亭」等の事業を実施し、地域では本
の居場所づくり活動「まちかど図書室」等に取
り組む。また、代読ボランティアとともに、障
がいがある方への読書支援や施設訪問等を行う
とともに宅配や音訳サービスを提供する他、朝
活読得会を実施し地域の高齢者の健康維持をサ
ポートするなど、読書バリアフリーサービスを
充実する。これらの取り組みを通じて、読書を
推進していく。

図書館

11 子ども読書活動の推進 家読推進「スマホ時間を読書時間に置き換えよ
う」を目標に「トライ！生駒こども読書会議」
を3回開催し、参加者と情報共有、課題解決を
行う。また、桜ヶ丘小学校にて「サマーフェス
ティバル」を開催する。図書館託児事業では申
込のデジタル化を行い利用者の利便性の向上に
取り組む。

図書館

12 図書館リニューアル事業 市民ニーズにあった新しい図書館を実現させる
ために、図書館本館のリニューアル工事の実
施、備品の設置、閉館期間中の図書館サービス
実施、クロージングイベント実施、オープニン
グイベントの企画、オリジナル商品の企画、販
売を行う。

図書館

13 ビジネス支援事業 働く世代の学ぶ場、ネットワークを作る場とし
て、生涯学習課と連携し「学びと活躍推進事
業」において連続講座を5回開催する。
ILBH参加者のフォローアップの一つとして、図
書館でILBH参加者が講師となる講座を開催す
る。図書館利用者にとっても新しい学びの場と
なることを目指す。

図書館

14 「生駒市史」編さん事業 『生駒市史 第１巻』の作成と編さん委員会及
び各分科会の開催、補充調査、ボランティアを
活用した編さん作業を実施するとともに、講演
会・特論講座やニュースレターによる情報発
信、史料集２冊の発刊をおこなう。

図書館

15 総合公園体育施設リニューアル事
業

スポーツ施設整備等に伴う調査の結果を受け、
総合公園内の他のスポーツ施設及び周辺施設の
整備に向け、総合公園体育施設リニューアルに
係る基本構想を策定し、基本計画の策定に着手
する。

スポーツ振興課
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No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課

16 地域スポーツ推進事業 学校部活動の地域移行を見据え、新たな地域ク
ラブを推進するため、市新たな地域クラブ活動
推進協議会の運営やコーディネーターの配置を
引き続き行うとともに、地域クラブ実施団体の
体制強化のための支援を進め更なる充実を図
る。また、新たな地域クラブ活動の推進に合わ
せ、学校体育施設開放事業運用ルールの見直し
や条例の制定を行う。

スポーツ振興課

17 施設予約システム構築業務 現施設予約システムの終了に際して、さらなる
利便性向上や施設予約受付業務の効率化を図る
ために、新たに利用料等のオンライン決済やス
マートロック機能を付加したシステムを構築す
る。

スポーツ振興課

18 生涯学習施設　指定管理者公募選
定

次期指定管理者公募に向け、市内生涯学習施設
の一体的な管理運営を行うために、市直営のコ
ミュニティセンターを対象施設とするととも
に、より多くの民間事業者の応募を促し、市民
サービスの向上を図るため実施した、他の自治
体での実績を有する事業者へのヒアリング調査
での意見等を考慮し公募選定をすすめる。

スポーツ振興課

19 社会教育施設整備事業 図書会館１・２階照明器具LED化等工事、図書
会館授乳室移設工事、北コミュニティセンター
空調設備更新工事、生駒セイセイビル地下１
階・３階照明器具LED化工事、生駒北S.C.トイ
レ設計・改修工事、むかいやま体育館トイレ設
計・改修工事、非構造部材及び照明LED改修工
事、井出山体育施設テニスコート修繕工事等を
実施し、設備等の充実により施設の安全性と機
能性を高め、市民サービスの向上を図る。ま
た、公共施設マネジメント推進計画及び個別施
設計画に基づき取り組みを進める。

スポーツ振興課

20 生涯学習施設全体のあり方・大規
模改修等検討

今後の大規模修繕や改修を踏まえ、計画的に実
施するため、施設における劣化状況の把握・現
地調査を行う。

スポーツ振興課
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令和７年度　部の主要施策　【消防本部】

部のミッション

1 消防分野のDXの推進 ①消防分野における各種手続きの拡充及び新たな
電子申請環境を整備する。
②映像通報システム(Live119)やマイナンバー
カードを活用した救急業務（マイナ救急）の実証
を行い、結果を踏まえ、速やかに導入できる体制
を整える。
③災害対策本部等が被害状況を把握できるドロー
ン伝送システムを構築する。

消防本部・消防署
（全所属）

2 大規模災害発生時の効果的な初動
活動体制

①ドローンによる被害状況映像を市・県・国と共
有し、迅速な受援体制を構築する。
②大規模災害により、消火栓が使用不能となった
場合を想定して、自然水利からの遠距離中継送水
訓練を実施し、消火体制の強化を図る。
③震災時における初動対応計画及び緊急消防援助
隊受援計画に基づく効率的な受援体制を構築する
ため、図上訓練を企画し、災害対策本部との連携
強化を図る。

消防本部・消防署
（全所属）

3 安全･安心のための広報の推進 広報紙、ホームページ、SNS等による広報活動を
実施する。また、気象状況や火災発生件数を考慮
した車両によるパトロールを実施する。
①住宅用火災警報器の設置・取替えの促進事業
②地震時の火災発生を防ぐため、感震ブレーカー
の普及推進
③災害発生時における注意喚起
④車両による防火広報パトロール等の火災予防対
策
⑤救急車の適正利用や救命講習開催の周知
⑥映像通報システム(Live119)やマイナ救急の周
知
⑦消防長会など消防活動等が発表できる場への参
加とその成果のPR
⑧消防フェスタを通じて、火災予防と救急車の適
正利用への意識向上、消防行政への理解と協力体
制の構築
⑨消防団の紹介やその活動等のPR

消防本部・消防署
（全所属）

4 市民や事業所への火災予防意識の
浸透及び火災の初期対応力の向上

火災件数の減少や火災による死傷者をゼロに近づ
けるため、火災予防の一層の普及啓発活動を行
う。
①街頭防火広報
火災予防運動期間を捉え、街頭防火広報を実施
し、広く市民への啓発を行う。
②危険物安全週間
6月の危険物安全週間を捉え、危険物事業所に対
して訓練の実施を促し、自主保安体制を確立す
る。
③文化財防火週間
1月の文化財防火週間を捉え、国宝、重要文化財7
施設の消防訓練指導を実施し、自衛消防力を強化
する。
④火災の初期対応力
事業所関係者が主体的に消防訓練を実施できるよ
う消防職員が支援する。
⑤一般家庭防火調査
国の示す住宅用火災警報器設置状況調査に基づ
き、無作為抽出による100世帯を調査し、設置率
の目標値を85％以上とする。

予防課
消防署

健康な消防組織と職員の力で市民とともに

安全・安心なまちをつくる

No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課
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No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課

5 一人暮らし高齢者等の防火対策 ①一人暮らし高齢者のうち、火災発生時の避難に
支障のある人を対象に防火指導を実施する。
②火災から高齢者の生命、身体、財産を守るた
め、住宅用火災警報器の取付け支援を実施する。

予防課
消防署

6 消防法令違反対象物の公表と違反
是正の実施

消防用設備等の未設置や機能不能状態等である不
特定多数の人が出入りする違反対象物を公表す
る。また、事業所等へ立入検査を行い、火災予防
上の不備や危険箇所等の改善、防火管理関係の違
反に対する厳正な指導を実施する。
・防火対象物　330施設
・危険物施設　104施設

予防課
消防署

7 現場活動能力の向上と関係機関と
の連携

①指令センター員の緊急通報に対する対応力の向
上と迅速・的確な指令業務(口頭指導等)につなげ
るため、スキルアップ研修を実施する。
②現場活動能力を高めるため、消防活動全般に必
要となる訓練を企画立案し、訓練実施後に評価と
検証を実施する。
③消防水利(消火栓・防火水槽等)を維持管理し、
常時使用できるようにする。
④隣接消防本部との広域的な連携の強化のため、
消防相互応援協定に基づく合同訓練を実施する。

警防課
消防署

8 車両更新事業・消防資機材の整備 消防活動等に使用する車両・資機材の充実・強化
のため、車両等を更新整備する。
①消防ポンプ自動車の更新
②火災原因調査車の更新
③空気呼吸器用ボンベ(5L)の更新(10本)
④空気呼吸器の更新(4器)
⑤ドローン映像伝送システム用PCの購入（1台）
⑥小型動力ポンプ付積載車の更新(消防団車両）
⑦救助用エアージャッキの購入(各機動分団）

消)総務課
警防課
消防署

9 救急業務の高度化の推進 ①奈良県メディカルコントロール協議会に基づく
救急体制の充実強化を図るために、生涯教育研修
や再教育等を行い、高度な救命処置による救命率
の向上を図る。また、指導救命士が、救急出動時
に同乗して得た問題や課題などを、救急隊員に
フィードバックすることで能力を高める。
・救急救命士就業前病院実習 2名
・気管挿管認定者養成 2名
・気管挿管認定者再教育 5名
・ﾋﾞﾃﾞｵ喉頭鏡気管挿管認定者養成 2名
・救急救命士生涯教育 29名
②指導救命士を主体とした救急想定訓練を実施す
る。

警防課
消防署

10 消防団の充実強化 ①消防団員の資質と能力の向上のために、研修会
への参加を促すとともに各種消防活動訓練を実施
する。
・県消防学校消防団員教育等への入校
・消防署や関係機関との合同訓練の実施
・各機動分団での自主訓練の実施(月1回以上)
・市消防操法大会の実施
②自主防災組織を育成し、地域の防災力を強化す
るために、訓練指導者の役割を担う消防団員を養
成する。

消)総務課
消防署
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No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課

11 救急車の適正利用の推進 安定した救急体制を維持するために、市民が応急
手当を受講し、適切な観察や処置を理解してもら
うことにより、救急車を適正に利用する意識を植
え付ける。
①応急手当講習を受講しやすい環境を整え、市民
に救命に必要な観察と、応急手当の方法を身に付
けてもらい、バイスタンダーによる応急手当実施
率を向上させる。
②救急出動時、明らかに緊急度の低い事案に対し
て、関係者等に救急車の適正利用を説明する。

警防課
消防署

12 消防施設の設備等改修事業 ①消防庁舎訓練棟付属倉庫解体設計業務
②南分署空調設備更新設計業務
③藤尾町地内耐震性貯水槽設置工事

消)総務課
消防署

13 奈良市・生駒市消防指令センター
通信指令システム更新整備事業

①奈良市・生駒市消防指令センターの安定した指
令業務の継続及び更なる市民サービスの向上を図
るため、令和7、8、9年度に現行の通信指令シス
テムを更新整備する。
②両市の相互応援出動について、消防通信指令事
務協議会等で検討・協議を継続し、指令センター
の更新整備に併せて具体的な連携・協力実施計画
を作成する。
・境界線付近等の応援出動体制
・はしご車の共同整備

警防課
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令和７年度　部の主要施策　【議会事務局】

1 安定した議会運営の支援 　年間を通して円滑で適切な議会運営に向け支
援を行う。
　また、議員に対し、研修会開催をはじめ議員
活動を行うにあたっての支援を行う。

議会事務局

2 議会基本条例に規定されている議
会及び議員の活動原則に基づく運
営が行われるよう支援

　市民の信頼及び負託に応えられる議会の実現
に向け制定された、議会基本条例に定められた
取組の支援を行う。

議会事務局

3 情報発信の充実の支援 　議会活動に関する情報発信としては、本会議
や委員会のインターネットによる生中継・録画
記録、議事録検索システム、議会報の発刊（年
４回）など、現在も多様な方法で行っており、
今後もこれらを継続し、引続き市民ニーズを踏
まえた情報発信ができるよう支援する。

議会事務局

4 市民懇談会開催の支援 　市民に開かれた議会、市民と対話する議会を
目指して市民懇談会を開催するが、日時・テー
マ等につき広報広聴委員会で取決めるに際し、
適切なサポートに努める。

議会事務局

5 政治倫理条例及び政務活動費の執
行に関する議員の支援

　当該条例に規定されている議員の責務や倫理
基準、資産報告等に関し、遺漏や過誤の無いよ
うに、また、政務活動費の取扱いの主旨に沿っ
た執行が行われるよう支援を行い、報告書作成
時のチェック等を行う。

議会事務局

No. 取組項目 具体的な取組内容 担当課
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